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In order to represent flood and inundation events with a distributed rainfall-runoff-inundation model, it is 
necessary to appropriately model river cross-sections along all rivers including small rivers. However, in 
most cases, cross-section data of small rivers are not available. In this study, we propose a new method to 
estimate cross-sections of small rivers. Through investigation of conventional estimation method by power 
law regression with downstream data, we revealed that the conventional method may underestimate cross-
sections of small rivers. Alternatively, we propose to use a linear regression with a certain intercept, so that 
we can estimate the lower bound of cross-section of small rivers for preventing underestimation. Finally, 
by comparing the results of RRI model with different cross-section settings (real section, conventional 
estimation method, and our new estimation method), we examined the applicability of our new method, 
and demonstrated that the new method reproduces a similar result with the case based on the real sections. 
 

     Key Words : River Cross-Section Estimation, Small Rivers, Distributed Hydrological Model,  
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１． 背景と目的 

 

 令和元年台風19号をはじめとして，主要河川の氾濫と

ともに，中小河川群の氾濫が同時多発的に発生すること

で，被災が流域全体に及ぶ災害が相次いでいる．複数個

所での様々な規模の河川に起因する氾濫被害を広域的に

予測・分析するためには，降雨分布を入力として流出過

程と氾濫過程を一体的に解析する分布型モデルの活用が

望ましい1)．近年，標高データ・集水域データの高解像

度化とオープンデータ化が進み2)，地形や落水線を詳細

に反映した分布型モデルの構築が可能となってきており，

分布型流出氾濫解析モデルを用いた上流部中小河川を含

む流域全体での氾濫発生予測も試みられている3)． 

分布型の降雨流出氾濫モデルを構築する際には，河道

横断面形を全河川セルにおいて明示的に設定する必要が

あり，適切な河道横断面形の設定が流出・氾濫予測の蓋

然性のために重要となることが指摘されている1)．一方

で，流域のあらゆる河川について河道横断面形データが

整備されていることは稀である．河川管理者による測量

が各水系の本川や主要支川で行われているに留まり，河

川延長の大部分を占める上流部中小河川では対象河川の

多さや予算制約から測量が行われていない場合が多い． 

河道横断面形を推定する既往研究として，代表粒径や

河床勾配等を考慮した水理学的な検討が行われてきた4, 5)．

しかしながら，河道横断面形の推測対象となる地点すべ

てについてこれらの変数を測定することは難しく，流域

全体のモデリングという観点からは必ずしも実用的では

ない．このため，河道横断面形を矩形と仮定し，断面形

状と流量の関係に関する経験式であるレジーム則6)から

の類推により，河道の幅W [m]と深さD [m]を流域面積

A[km2]の冪乗関数（式(1)・式(2)）で推定する方法が一般

的である7-9)．その際，下流域の横断面形データを用いて

回帰的にパラメタaw，bw，ad，bdを決定し，上流部中小
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河川の横断面形を推定する場合が多い7-9)（以下，疑似レ

ジーム則と表記）．しかし，流域下流部の本川における

河道横断面形から上流域の中小河川の河道横断面形を推

測した際にどの程度の精度で推定できるのか,また，冪

乗関数のパラメタを単純な回帰式で推定する以外により

実態の河道断面特性に則した方法は無いか,といった基

礎的な検討は十分にされていない． 𝑊 ൌ 𝑎௪ · 𝐴௕ೢ  𝐷 ൌ 𝑎ௗ · 𝐴௕೏  
以上を踏まえ本研究は，河口部から流域面積 1 km2付

近の上流部まで1532の河道断面が実測されている兵庫県

千種川水系を対象に，集水面積と河道断面パラメタの関

係を統計的に分析する．また，流域面積 200 km2以上の

区間でのみ河道断面情報が得られると仮定したとき，そ

の上流域の河道断面パラメタを推定する方法を比較検討

するとともに，推定断面と実断面を反映した降雨流出氾

濫モデルを構築し，断面推定の結果が流域全体の浸水深

や流量の推定結果に及ぼす影響を明らかにする． 
 

２．手法 

 

(1) 対象流域の概要 

千種川水系は兵庫県南西部に位置し，南北に細長い

754 km2の流域を持つ二級水系である（図-1）．本川の

千種川は中国山地の江浪峠付近を源流とし，赤穂平野を

貫流して瀬戸内海の播磨灘に注ぐ．下流部では平野に市

街地が広がる一方，上流部では山林が主要な土地利用で

あり，市街地は谷底平野沿いに留まる．河川管理者であ

る兵庫県より，流域内57河川について，2009年台風9号
の被害を受けて行われた大規模河川改修事業以前の，合

計1532箇所の横断面形データの提供を受けた．  

 

(2) 河道横断面形の特徴変数の算出 

各河道横断面形データから，左右岸の低いほうの距離

杭もしくは堤防最高点に合わせた河岸満杯時について，

河川水が占める面積として河積S [m2]，水面から河道最

深点までの深さD [m]，水面の幅W [m]のそれぞれを，図-

2のように算出した．また，各地点での流域面積A[km2]
を，基盤地図情報の標高データから算出した． 

 

(3) 河道区間の定義と代表断面の選択 

河道横断面形データが存在する河川について，河川の

合流点から次の合流点までを一つの河道区間として，計

57河川を94の河道区間に切り分け，各河道区間において

河積Sが中央値をとる断面を代表断面と定めた．続いて，

国土技術研究センター「中小河川計画の手引き」10)にお

ける定義を踏まえ，代表断面について流域面積 1 km2以

上 200 km2未満の河川を中小河川，流域面積 200 km2以上

の河川を大河川と定義した（図-1(b)）． 

(4) 疑似レジーム則の妥当性検証と新たな推定式の提案 

 大河川のみの河道横断面形を用いてパラメタを決定し

た場合の疑似レジーム則による中小河川の河積S，幅W，

深さDの推定値と，実際の値の比較により，中小河川の

横断面形を，大河川のみに基づく疑似レジーム則を用い

て推測することの妥当性を検討した．続いて，中小河川

の河積S，幅W，深さDと流域面積Aの関係を考察し，中

小河川の河道横断面形が未知である場合に適用するため

の推定式を検討した． 

 

３．河道横断面形の推測結果 

 

(1) 疑似レジーム則を用いた全断面での検討 

 全1532断面を検討対象に，河積S，幅W，深さDそれぞ

れの分布と，各地点での流域面積Aの関係を図-3に示す．

また，河積S，幅W，深さDそれぞれについて最小二乗法

により決定した疑似レジーム則のパラメタと，中小河川

に該当する1320横断面を対象にした推定精度の指標を表
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図-2：河道横断面形からのS, D, Wの算出方法 
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図-1：千種川流域の標高および河川 

- 212 -



 

 

-1に示す．推定精度の指標には，決定係数R2とRMSEを
採用した．パラメタを決定する際に用いる断面情報の範

囲として，a)全断面，b) A≧200 km2の大河川のみ，c) A
＜200 km2の中小河川のみ，の3パターン想定した． 

図-3の赤破線は，大河川のみの横断面に基づいてパラ

メタを決定した疑似レジーム則の回帰式を示している．

河積S，幅W，深さDのどの変数についても，中小河川の

断面について，各変数を過小評価する傾向にあることが

読み取れる．また，河積Sを推定の対象とせず，幅Wと

深さDのみについて疑似レジーム則より推定し，河積を

S=W×Dとして推定した場合（図-3緑破線）も，同様に

中小河川の河積Sを過小評価する傾向にあることが読み

取れる．このように，大河川のみの横断面に基づいた疑

似レジーム則で中小河川の河道横断面形を推定すること

は，河積Sの過小評価につながる可能性が示唆された． 
 

(2) 疑似レジーム則を用いた代表断面での検討と 

  河積 S の下限推定式の提案 

各河道区間の内部では，流域面積Aは大きく変化しな

い．一方で，一つの河道区間内で流域面積Aがほぼ同じ

とみなせる断面群についても，河積S，幅W，深さDには

一定の変化があり，それが図-3の縦軸方向のばらつきの

原因となっている可能性がある．本研究では，河道区間

内部での河道断面形状のばらつきまでを考慮することは

せず，各河道区間での代表的な断面形状を推定すること

を目標とする． 

各河道区間で河積が中央値となる断面をその河道区間

の代表断面と定義し，94代表断面を検討対象に，河積S，
幅W，深さDそれぞれの分布と，その流域面積Aの関係

を図-4に示す．また，河積S，幅W，深さDそれぞれにつ

いて最小二乗法により決定した疑似レジーム則のパラメ

タと，代表断面の中小河川に該当する83断面の実際の値

表-1：全断面を用いた疑似レジーム則によるS, W, D推定 

a b R2 RMSE

全1532断面 0.0200 1.726 -0.239 78.84

A≧200km2の212断面 0.00263 2.038 -0.488 86.39

A＜200km2の1320断面 12.16 0.585 0.635 42.77
W (①式)×D (②式) -0.305 80.91
S=A+10 0.330 57.96

全1532断面 1.987 0.735 0.467 13.74

A≧200km2の212断面(①) 0.0675 1.262 -0.602 23.82

A＜200km2の1320断面 6.740 0.453 0.651 11.12

全1532断面 1.827 0.221 0.235 1.076

A≧200km2の212断面(②) 0.0739 0.731 -4.281 2.826

A＜200km2の1320断面 2.190 0.157 0.286 1.039

幅
W [m]

深さ
D [m]

凡例
パラメタ 精度指標疑似レジーム則a×A^bの

パラメタ推定に用いた断面
推定対象

河積
S [m2]

〇 A≧200km2の断面
〇 A＜200km2の断面

図-3：全断面のS, W, DとAの関係図 

a b R2 RMSE

全1532断面 0.0200 1.726 -0.239 78.84

A≧200km2の212断面 0.00263 2.038 -0.488 86.39

A＜200km2の1320断面 12.16 0.585 0.635 42.77
W (①式)×D (②式) -0.305 80.91
S=A+10 0.330 57.96

全1532断面 1.987 0.735 0.467 13.74

A≧200km2の212断面(①) 0.0675 1.262 -0.602 23.82

A＜200km2の1320断面 6.740 0.453 0.651 11.12

全1532断面 1.827 0.221 0.235 1.076

A≧200km2の212断面(②) 0.0739 0.731 -4.281 2.826

A＜200km2の1320断面 2.190 0.157 0.286 1.039

幅
W [m]

深さ
D [m]

凡例
パラメタ 精度指標疑似レジーム則a×A^bの

パラメタ推定に用いた断面
推定対象

河積
S [m2]

a b R2 RMSE

全94断面 0.0183 1.742 -0.171 63.22

A≧200km2の11断面 0.00165 2.115 -0.497 71.48

A＜200km2の83断面 11.44 0.580 0.801 26.04
W (①式)×D (②式) -0.228 64.73
S=A+10 0.518 40.57

全94断面 1.314 0.802 0.531 11.36

A≧200km2
の11断面(①) 0.0149 1.508 -0.855 22.61

A＜200km2の83断面 6.451 0.455 0.820 7.035

全94断面 1.945 0.201 0.327 0.820

A≧200km2の11断面(②) 0.352 0.484 -3.156 2.038

A＜200km2
の83断面 2.248 0.143 0.400 0.774

幅
W [m]

深さ
D [m]

推定対象 凡例
疑似レジーム則a×A^bの
パラメタ推定に用いた断面

パラメタ 精度指標

河積
S [m2]

表-2：代表断面を用いた疑似レジーム則によるS, W, D推定 

〇 A≧200km2の断面
〇 A＜200km2の断面

図-4：代表断面のS, W, DとAの関係図 
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A＜200km2の1320断面 12.16 0.585 0.635 42.77
W (①式)×D (②式) -0.305 80.91
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A≧200km2の212断面(①) 0.0675 1.262 -0.602 23.82

A＜200km2の1320断面 6.740 0.453 0.651 11.12
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A≧200km2の212断面(②) 0.0739 0.731 -4.281 2.826
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に関する推定精度の指標を表-2に示す．大河川のみの横

断面に基づいてパラメタを決定した疑似レジーム則の回

帰式である図-4の赤破線から，代表断面に着目した場合

でも，大河川の横断面に基づいた疑似レジーム則では，

中小河川の河積S，幅W，深さDのそれぞれを過小評価し

ている．これら3つの変数のうち，特に河積Sの推定精度

が氾濫の有無を推定する上では重要である．そこで，河

積Sの過小評価を避けるため，中小河川の河積Sの概ねの

下限値と流域面積Aの関係を検討する． 

流域面積 A= 1 km2付近の中小河川最上流部で河積Sの最

小値は約 10 m2であることから，この値を A = 1 km2での河

積Sの下限値に設定する．このとき，河積Sの下限値と流

域面積Aの関係式として線形式 S=aA+10を仮定すると，

図-4に黒実線で示すように，a=1.0 [m2/km2]の場合，すな

わち S=A+10の式が，中小河川代表断面の河積Sのおおよ

その下限値となることが分かった．また，中小河川の断

面情報がないと仮定した場合，大河川下流側の河口付近

は河道改修の影響が大きいと考えられるため，大河川で

も流域面積が小さい上流側の断面を，線形式 S=aA+10
のパラメタ決定に使用するほうが望ましい．この場合，

図-5に示すように，aは1.0~1.2の範囲と推定される． 
 

(3) 代表断面での川幅水深比 W / D の推定式の提案 
 ある断面の河積S推定値が定まり，断面形状を矩形と

仮定したとき，続いて S = W×D を満たす幅W，深さDを

推定することとなる．ここで，W か D の一方を独立して

推定し，S = W×D の関係式からもう一方を算出する場合，

極端に狭く深い，あるいは広く浅いといった，非現実的

な断面形状となってしまう可能性がある．これを避ける

ため，本研究では，矩形断面形状を単独で表すパラメタ

である川幅水深比 W/D と流域面積 Aの関係から，各断面

の W/D を決定する． 

94代表断面を検討対象に，川幅水深比W/Dと流域面積

Aの関係を図-6に示す．また，最小二乗法により決定し

た疑似レジーム則のパラメタと，中小河川に該当する河

道区間の代表断面83断面を対象にした推定精度の指標を

表-3に示す．大河川の代表断面から回帰した疑似レジー

ム則（赤破線）は中小河川のW/Dを過小推定している．

本研究では，大河川の断面データのみを用いた中小河川

の川幅水深比W/Dの推測手法については今後の課題とし，

中小河川の代表断面から回帰した疑似レジーム則（青破

線）である W/D = 2.898 × A0.324 を，川幅水深比W/Dと流域

面積 Aの関係式として暫定的に用いるものとする． 

 

４．実際の河道断面を導入したモデルとの比較に

よる本研究の手法の妥当性検証  

 

(1) 対照実験に用いるモデルの概要 

 前章で提案した中小河川の河道断面推定式を，分布型

降雨流出氾濫モデルに導入し，その妥当性を検討する．

これまでに複数の分布型降雨流出氾濫モデルが提案され

ている9,11,12)が，本研究ではSayama et al.9)によるRRIモデ

ルを使用する．千種川水系では山本ら1)により合計1532
箇所の横断面形データを導入したモデル構築と流出パラ

メタの較正が行われており，このモデルの提供を受け，

参照ケースとした（ケース1）．これに加えて，既往研

究と同様に大河川の横断面形のみに基づき疑似レジーム

則で中小河川の河道断面を推定したケース2，本研究で

提案した河道断面推定式を用いたケース3(a=1.0の場合)
およびケース4(a=1.2の場合)の計4ケースについて結果を

比較した．各ケースの河道断面設定の詳細を表-4に示す．

なお，RRIモデルの詳細，および河道断面形状以外のモ

デルパラメタは，山本ら1)を参照されたい．検討対象は

2009年台風9号による降雨イベントとし，入力は解析雨

量，検討期間は8月9日午前0時から同13日午前0時とした． 

全代表断面に基づく回帰
A≧200km2の代表断面に基づく回帰

A＜200km2の代表断面に基づく回帰

〇 A≧200km2の代表断面
〇 A＜200km2の代表断面

a b R2 RMSE

全94代表断面 2.302 0.389 0.573 2.670

A≧200km2
の11代表断面 0.125 0.855 -0.995 5.751

A＜200km2
の83代表断面 2.898 0.324 0.595 2.590

推定対象 凡例
疑似レジーム則a×A^bの
パラメタ推定に用いた断面

パラメタ 精度指標

川幅水深比
W/D [-]

〇 A≧200km2の代表断面
〇 A＜200km2の代表断面

S＝aA＋10

a=1.0
a=1.2

a=2.0

a=
3.0

a=
4.0 a=1.5

a=
5.0

河道断面の設定（流域面積A [km2]）

ケース1
（山本ら）

断面観測実施区間には1532断面の実観測データを導入．

無観測区間はW, Dを疑似レジーム則で推測．

W [m] = 5.5×A ^0.61, D [m] = 0.94×A ^0.34

ケース2
（従来手法）

大河川：実観測データ（212断面）を導入．

中小河川：大河川の観測断面を用いた疑似レジーム則でW, D
を推測．W [m] = 0.0675×A ^1.262, D [m] = 0.0739×A ^0.731

ケース3
（本研究の方法）

大河川：実観測データ（212断面）を導入．

中小河川：S [m2] = A +10，W/D＝ 2.898×A ^0.324

ケース4
（本研究の方法）

大河川：実観測データ（212断面）を導入．

中小河川：S [m2] = 1.2×A +10，W/D＝2.898×A ^0.324

図-6：代表断面のW/DとAの関係図 

表-3：代表断面と疑似レジーム則を用いたW/Dの推定 

図-5：河積Sの下限値を推定する線形式の傾きaの検討 

表-4：計算実施4ケースの河道断面設定 

- 214 -



 

 

(2) 各ケースの解析結果比較 

 各ケースの検討期間最大浸水深の分布，および参照

ケースからの最大浸水深の差の分布を図-7に示す．(a)の
参照ケースでは流域中央の大河川で集中的に氾濫が生じ

ている．検討ケースのうち(b)のケース2では，(a)の浸水

域では氾濫が生じず，より上流側の中小河川に沿って広

範囲に氾濫が生じており，参照ケースと浸水域が異なる．

この原因は疑似レジーム則による中小河川河道断面の過

小推定と考えられ，上流側の中小河川で氾濫量が過大と

なり，一方で下流への流量は過小となるため，大河川で

の氾濫が再現されていないと考えられる．このように，

中小河川で河積Sが過小評価された分布型降雨流出氾濫

モデルでは，水害リスクを中小河川周辺で過大に，大河

川周辺で過小に評価してしまう可能性がある．一方，(c)
のケース3と(d)のケース4では，主要な中小河川沿いで氾

濫が生じているものの，参照ケースで主要な浸水域で

あった流域中央の大河川沿いの氾濫が再現されており，

ケース2と比べてより参照ケースに近い浸水域分布と

なっている．この理由として，本研究の提案する河積下

限値の推定式により河道断面の過小推定が防がれ，中小

河川沿いの過剰な氾濫が抑えられたと考えられる．同図

(e)から(g)の最大浸水深差についても，流域中央の大河

川沿いの参照ケース浸水域がケース2では再現されてい

ない一方で，ケース3・ケース4では同領域の浸水深差が

ほとんどなく，浸水深が再現できていることが分かる．

ただし，河積Sについて，a = 1.2 を用い下限値からやや大

きく推定しているケース4の場合でも，河積を過小評価

する支川は存在するため，ケース1に比べて浸水深が過

大に評価される場所も見受けられる． 
浸水域・浸水深の再現性を定量的に考察するため，参

照ケースと検討ケースの浸水深に基づき，図-8に示す6
分類に該当する面積をそれぞれ求め，結果を表-5に示し

た．ケース2では(i)と(ⅱ)が少なく(ⅲ)が多いことから，参

(a)~(d)
浸水深[m]

0.0 ~ 0.3
0.3 ~ 0.5
0.5 ~ 1.0
1.0 ~ 2.0
2.0 ~ 3.0
3.0 ~

(e)~(g)
浸水深差[m]

−1.0 ~ −0.2
−0.2 ~ +0.2
+0.2 ~ +1.0
+1.0 ~ +2.0
+2.0 ~

−2.0 ~ −1.0
~ −2.0

(a) 浸水深
ケース1

(b) 浸水深
ケース2 

(c) 浸水深
ケース3 

(d) 浸水深
ケース4

(e) 浸水深差
ケース2－ケース1

(f ) 浸水深差
ケース3－ケース1

(g) 浸水深差
ケース4－ケース1

D
isc

ha
rg

e 
Q

 [m
3 ]

木津
（基準点）

上三河

佐用

ケース1
ケース2(NSE=0.175)
ケース3(NSE=0.987)
ケース4(NSE=0.977)

ケース1
ケース2(NSE=0.212)
ケース3(NSE=0.974)
ケース4(NSE=0.969)

ケース1
ケース2(NSE=0.043)
ケース3(NSE=0.984)
ケース4(NSE=0.980)Inundation Depth of Reference Case [m]

In
un

da
tio

n 
D

ep
th

 o
f E

xa
m

in
ed

 C
as

e 
[m

]

ⅰ)双方
無浸水

ⅱ)参照ケースが浸水，検討ケースは無浸水

ⅲ
)
参

照
ケ

ー
ス

が
無
浸

水
，

検
討
ケ

ー
ス
は

浸
水

ⅵ)参照・検討ケースともに浸水，
検討ケースの浸水深が過小
（浸水深差＜－0.2m）

ⅴ)参照・検討ケースともに浸水，
検討ケースの浸水深が過大
（浸水深差＞＋0.2m）

i ii iii iv v vi

ケース2 626.1 3.5 92.7 23.3 7.5 0.8
ケース3 704.8 17.4 14.0 14.0 2.9 0.9
ケース4 707.6 17.8 11.3 13.1 3.8 0.4

検討ケース
各領域に該当する面積[km2]

図-8：浸水領域と浸水深の再現度に関する領域分け 

図-7：河道横断面形の設定が異なる4ケースの最大浸水深分布および浸水深差分布 

表-5：浸水領域と浸水深の再現度の分析結果 

図-9：主要流量観測点における流量ハイドログラフ 

[m
3 /s

]
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照ケースで無浸水の領域に浸水が生じ，浸水域が過剰と

なっていることが分かる．一方でケース3・ケース4は，

無浸水を再現している(i)，および浸水を再現している

(ⅳ)，(ⅴ)，(ⅵ)の割合が増え，浸水域の再現性が向上して

いる．また，浸水域を再現している(ⅳ)，(ⅴ)，(ⅵ)の中で

も，浸水深を正しく再現している(ⅳ)の割合が増え，浸

水深の再現性も向上している．  
 また，本川河口付近の流量基準点である木津，中小河

川区間に位置する上三河および佐用の3流量観測点につ

いて，各ケースの流量，および参照ケースを基準とした

Nash Sutcliffe Efficiency(NSE)を図-9に示した．どの観測

点においてもケース2では立ち上がりとピークが遅く，

またピーク流量が参照ケースの半分以下となっており，

再現性が低い．対照的にケース3・ケース4では，NSEも
すべて0.95以上と高い値を示しており，また，参照ケー

スのハイドログラフ形状をほぼ再現している． 
なお，ケース2と同様に疑似レジーム則を用いた既往

研究7-9)では，幅Wと深さDを独立に推定していた．指数

部のパラメタbw, bd の和が1を超えない程度に制限したう

えで，係数部のパラメタaw, adを調整することにより，

経験的に図-4における推定線の傾きが大きくならないよ

うに設定し，中小河川における河積Sの極端な過小推定

や，氾濫の過大推定を防いでいたことが分かった． 
 上述の浸水域や浸水深，流量の再現性に関する検討か

ら，本研究の提案する手法は，上流域で氾濫をやや過大

に推定するという傾向はあるものの，流域全体の浸水の

状況を概ね再現するとともに，氾濫の過大評価の影響が

下流の流量推定や氾濫に影響を及ぼさない，現実的な河

道断面を推定できる簡易手法である．  
 

５．まとめ 

 

本研究では，横断面の観測データが少ない中小河川に

ついて，分布型降雨流出氾濫モデルに適用することを目

的とした，断面形状の推測法の提案を試みた．河積Sに
ついて見出した下限式であるS = aA+10，a = 1.0~1.2を用

いることで，河積の過小評価を防ぎ，実際の河道断面を

中小河川に導入した場合の分布型降雨流出氾濫モデルと

ほぼ同様の解析結果を再現できることを確認し，その妥

当性を示した．ここで得られたパラメタは千種川流域の

断面特性を反映したものであるため，この a や切片の値

が日本全国の河川でどのように分布しているかを明らか

にすることが今後の課題である．また，本研究では簡易

推定の結果を示すことに主眼をおいたが，限られた断面

情報で精度を向上させるためには，例えば支川毎に a の

パラメタを変えるなどの方法も検討に値する．また，川

幅水深比W/Dと流域面積 Aの関係の検討も今後の課題で

ある．以上，本成果は，断面情報が存在しない領域への

分布型降雨流出氾濫モデルの適用に資するものである．  
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